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第２節 不良債権処理の促進 

 

Ⅰ 不良債権の概念（資料10－２－１～３参照） 

 

１．金融再生法開示債権 

金融機関の不良債権の概念の一つに、金融再生法開示債権がある。これ

は、金融再生法（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律）の規定

に基づき、貸出金、支払承諾見返、貸付有価証券等の総与信を対象に、債

務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、「破産更生債権及びこれら

に準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」及び「正常債権」の４つ

の区分に分けて開示するものである（主要行については平成11年３月期よ

り、地域銀行については11年９月期より、協同組織金融機関については12

年３月期より、開示が義務付けられた）。このうち「正常債権」以外の３

つを「金融再生法開示債権」と呼んでいる。 

 

２．リスク管理債権 

リスク管理債権は、金融再生法開示債権と並ぶ不良債権の概念の一つで

あり、貸出金を対象に、客観的形式的基準により区分（破綻先債権、延滞

債権、３ヶ月以上延滞債権、貸出条件緩和債権）し、区分された債権毎に

各金融機関が開示するものである。このリスク管理債権は、米国証券取引

委員会（ＳＥＣ）と同様の基準に基づくものであり、平成10年３月期より

各銀行が全銀協統一開示基準等に基づき開示を開始、11年３月期からは、

金融システム改革法に基づく銀行法等の改正により、全預金取扱金融機関

に対し、連結ベースでの開示を罰則付きで義務付けられた。 

 

Ⅱ 不良債権の現状（資料10－２－４参照） 

 

1．金融再生法に基づく資産査定 【全国銀行ベース】 

金融再生法開示債権  

 破産更生債権及び 

これらに準ずる債権

危険債権 要管理 

債権 

正常債権 

12年３月期 31.8兆円 7.8兆円 16.2兆円 7.8兆円 504.3兆円

13年３月期 33.6兆円 7.7兆円 15.0兆円 10.9兆円 503.5兆円

14年３月期 43.2兆円 7.4兆円 19.3兆円 16.5兆円 468.9兆円

14年９月期 40.1兆円  7.0兆円 16.4兆円 16.8兆円 445.5兆円

15年３月期 35.3兆円 5.7兆円 13.0兆円 16.5兆円 439.2兆円

15年９月期 31.6兆円 5.5兆円 12.3兆円 13.7兆円 430.7兆円
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2.リスク管理債権残高の推移 【全国銀行ベース】 

12年３月 13年３月 14年３月 14 年９月 15年３月 15年９月 

30.4兆円 32.5兆円 42.0兆円 39.2 兆円 34.8兆円 31.2兆円 

 

（注）金融機関の不良債権は、以下のように担保・保証及び引当により保

全がなされており、不良債権残高がそのまま金融機関の損失につなが

るわけではない。 

再生法開示債権の担保・引当による保全状況 

              （15年９月期  全国銀行ベース） 

担保・保証、引当による保全率   ７７．９％ 

     うち破産更生等債権  １００．０％ 

                危険債権      ８４．８％ 

         要管理債権     ６２．７％ 

 

Ⅲ 不良債権問題への取組み （資料10－２－５～９参照） 

 

         不良債権の最終処理は、金融機関の収益力の改善や貸出先企業の経営資源

の有効活用などに寄与し、新たな成長分野への資金の供給や資源の移動を促

すことにつながるものであり、他の分野の構造改革と合わせてこれを加速す

ることは、日本経済の再生に不可欠なものである。 

これまで、平成13年４月の緊急経済対策以来、主要行の破綻懸念先以下債

権について、いわゆる「２年・３年ルール」「５割８割ルール」等のオフバ

ランス化のルールを設定し、それに則って不良債権の最終処理が着実に進め

られてきたところである。 

さらに、14年10月の「金融再生プログラム」においては、主要行の不良債

権比率を16年度末までに現状（14年３月期：8.4％）の半分程度に低下させ

ることを目指し問題の正常化を図るとともに、構造改革を支えるより強固な

金融システムの構築に取り組むこととしている。また、中小・地域金融機関

については、金融審議会のワーキンググループにおける議論を踏まえて15年

３月に公表された「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアク

ションプログラム」に従い、その機能強化を図り、中小企業の再生と地域経

済の活性化を図るための取組を進めることにより、不良債権問題の解決を目

指すこととしている。 


